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企業の社会的責任の日米比較 































































































































































































































































































大化しようとせず、両国の企業の究極的目的は“maximization of the wealth-producing 
























を与えるかを自動車のトヨタと GM、事務機器のキヤノンと Xerox の二組の日米企業ついて検
討してみる。 
 
















































おいて乗用車部門では世界最高の第 11位であり、GM の 48 位と大きな差をつけている。ちな
みにトヨタに次ぐ 12 位は BMW が占め、ホンダの 26 位、フォルクスワーゲンの 37 位と続く。
アメリカでの市場占有率は11％強であるが、アメリカ3位のクライスラーに肉薄しつつある。
ビジネスウィーク誌によれば、トヨタの成長がこのまま続けば、2005 年頃にはフォードを抜
き、次の標的は GM であろうと予測する。GM の世界における現在の市場占有率は 15％であり、
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米財務会計基準による 2004 年 3 月期連結純利益は前期比 28%増の 9600 億円と日本企業と
して初めて 1 兆円に迫る見通しとなった。2003 年 4－9 月中間期の連結決算は売上高が前年
比 8％増加、全世界での自動車販売台数は 7％増と過去最大であった。これによりトヨタの販
売台数は同期間フォード社を上回り、GMに次ぐ世界 2位となった。同期の純利益は 23％増加
と 4 期連続で過去最高を更新した。好業績を反映してトヨタの株式時価総額は GM、フォー
ド、ダイムラークライスラーの合計額を上回る（図表 3、4参照）。1998 年トヨタの格下げを
した既述のムーディズはトヨタの格付けを Aaa とし、GM とフォードのそれを Bbb とする。こ
れは投資適格としては低い評価である。このことは今日の GM の経営成果を象徴している。 
 
























る原因により、Xerox は 2000 年と 2001 年に計上した合計 3億 7000 万ドルの損失による。こ
れと対照的にキヤノンはトヨタと並び 4期連続で純利益の過去最高を更新しつつある。2003
年 12 月期の業績見込みは連結売上高が前期比 9％増、連結純利益 42％増である。 
 
上述の経営者間の不和と後述する戦略上の失策によりXeroxは2000年と次年度には損失を
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計上し、株価は 1999 年の最高値 64ドルから 2000 年には 4ドルの最安値へと急落した。業績
悪化に加えて、複写機のレンタル収入の会計処理がSECにより不適正と判断され、2002年1000
万ドルの罰金を SEC に支払った。Xerox は巨額の負債を抱え、資金調達は難航し、債務超過
により Chapter 11（会社更生法）の適用申請をするのではないかとの証券アナリストなどか
らの質問や憶測を否定せざるを得ない状況に立ち至った。この事態を収拾するため 2000 年
CEO が更迭され、女性新 CEO が再建に乗り出す。人員削減、日本における合弁会社富士ゼロッ
クスの持分の一部を 130 億ドルにより富士フィルムへ譲渡するなどの資産売却が実施された。
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